
8

6,914 Ｒ

資産形成

5

充当財源（調達源泉別

8

） 3,837,945

Ｆ

Ｓ

税収 2,479,0

＝

79

社会保険料 52,

Ｄ

472

移転収入 1,5

＋

45,540

公債等 1

Ｅ

,606,153

その

資

他の財源の調達 △1,

金

843,721

評価・

5

換算差額等 △1,57

,

9 ← ＮＷＭより

少数株

6

主持分 427,930

3

Ｔ

その他の純資産 27

9

8,925,313 Ｕ

,

開始時未分析残高 27

5

8,975,822

そ

0

の他純資産 △50,5

0

08

純資産合計 284

Ｅ

,238,104 Ｖ＝

←

Ｒ＋Ｓ＋Ｔ＋Ｕ

負債・

Ｃ

純資産合計 437,7

Ｆ

70,779 Ｗ＝Ｑ＋

よ

Ｖ

り

金融資産（資金を除く） 12,936,358 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 5,159,959 Ａ

税等未収金 3,085,028

未収金 2,201,718

貸付金 451,070

その他の債権 55,624

(控除)貸倒引当金 △633,481

有価証券 1,519,550 Ｂ

投資等 6,256,848 Ｃ

出資金 80,263

基金・積立金 5,520,63

【

7

財政調整基金 1,5

様

42,830

減債基金

式

0

その他の基金・積立

第

金 3,977,807

6

その他の投資 655,

号

948

２．非金融資産

】

419,194,92

平

3 Ｍ＝Ｊ＋Ｋ＋Ｌ

事業

成

用資産 159,211

２

,374 Ｊ＝Ｇ＋Ｈ＋

０

Ｉ

有形固定資産 146

年

,816,102 Ｇ

土

度

地 82,454,12

　

3

立木竹 28,559

小

建物 59,379,5

田

45

工作物 524,2

原

63

機械器具 1,54

市

9,330

物品 1,0

　

25,932

船舶 0

航

連

空機 0

その他の有形固

結

定資産 1,849,8

貸

51

建設仮勘定 4,5

借

00

無形固定資産 1,

対

413,238 Ｈ

地上

照

権 1,192,819

表

著作権・特許権 0

ソフ

（

トウェア 1,639

電

B

話加入権 750

のれん

S

0

その他の無形固定資

)

産 218,029

棚卸

（

資産 10,982,0

平

33 Ｉ

インフラ資産 2

成

59,978,271

2

Ｋ

公共用財産用地 98

1

,735,277

公共

年

用財産施設 156,6

 

22,939

その他の

3

公共用財産 3,155

月

,039

公共用財産建

 

設仮勘定 1,465,

3

015

繰延資産 5,2

1

78 Ｌ

資産合計 437

日

,770,779 Ｎ＝

現

Ｆ＋Ｍ

【負債の部】

１

在

．流動負債 23,10

）

5,241 Ｏ

未払金及

（

び未払費用 1,636

単

,104

前受金及び前

位

受収益 2,857

引当

：

金 936,101

賞与

千

引当金 936,101

円

預り金（保管金等） 9

）

73,137

公債（短

【

期） 9,488,75

資

6

短期借入金 9,26

産

6,571

その他の流

の

動負債 801,714

部

２．非流動負債 130

】

,427,435 Ｐ

公

１

債 113,127,6

．

13

借入金 4,272

金

,975

責任準備金 0

融

引当金 11,455,

資

945

退職給付引当金

産

11,375,945

1

その他の引当金 80,

8

000

負ののれん 0

そ

,

の他の非流動負債 1,

5

570,901

負債合

7

計 153,532,6

5

75 Ｑ＝Ｏ＋Ｐ

【純資

,

産の部】

財源 1,04
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費用 57,987,067 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 19,530,667 Ａ

議員歳費 161,365

職員給料 10,803,188

賞与引当金繰入 936,101

退職給付費用 1,335,859

その他の人件費 6,2

【

94,154

②物件費

様

11,564,611

式

Ｂ

消耗品費 938,8

第

03

維持補修費 2,6

7

10,116

減価償却

号

費 3,510,666

】

その他の物件費 4,5

平

05,028

③経費 1

成

0,855,996 Ｃ

２

業務費 77,887

委

０

託費 7,515,17

年

4

貸倒引当金繰入 73

度

8,339

その他の経

　

費 2,524,597

小

④業務関連費用 16,

田

035,792 Ｄ

公債

原

費（利払分） 3,67

市

6,242

借入金支払

　

利息 114,312

資

連

産売却損 0

のれん償却

結

額 0

その他の業務関連

行

費用 12,245,2

政

38

２．移転支出 48

コ

,100,528 Ｆ

①

ス

他会計への移転支出 0

ト

②補助金等移転支出 3

計

7,023,425

③

算

社会保障関係費等移転

書

支出 10,479,9

（

88

④その他の移転支

P

出 597,116

経常

L

費用合計（総行政コス

）

ト） 106,087,

（

594 Ｇ＝Ｅ+Ｆ

【経

自

常収益】

経常業務収益

平

33,304,321

成

Ｊ＝Ｈ+Ｉ

①業務収益

２

32,813,254

０

Ｈ

自己収入 32,56

年

9,800

その他の業

　

務収益 243,453

４

②業務関連収益 491

月

,068 Ｉ

受取利息等

　

37,819

資産売却

１

益 9,825

負ののれ

日

ん償却額 0

その他の業

 

務関連収益 443,4

至

23

経常収益合計 33

平

,304,321 Ｋ＝

成

Ｊ

【少数株主利益（ま

２

たは少数株主損失）】

１

0 Ｌ

純経常費用（純行

年

政コスト） △72,7

　

83,273 Ｍ＝(Ｋ

３

-Ｇ)-Ｌ → ＮＷＭへ

月　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務
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20,624,824 20,624,824 20,624,824

国庫支出金 14,936,291 14,936,291 14,936,291

都道府県等支出金 5,688,533 5,688,533 5,688,533

市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 12,309,371 12,309,371 12,309,371

④その他の財源の調達 9,773,471 9,773,471 9,773,471

固定資産売却収入（元本分） 121,470 121,470 121,470

長期金融資産償還収入（元本分） 228,585 228,585 228,585

その他財源調達 9,423,415 9,423,415 9,423,415

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 2,479,079 52,472 1,545,540 1,606,153 △1,843,721 △1,579 3,837,945 3,837,945

１．固定資産の変動 2,447,079 0 1,357,443 1,606,153 △3,047,505 2,363,171 2,363,171

①固定資産の減少 0 0 0 0 △9,713,677 △9,713,677 △9,713,677

減価償却費・直接資本減耗相当額 0 0 0 0 △9,4

【

23,415 △9,4

様

23,415 △9,4

式

23,415

除売却相

第

当額 0 0 0 0 △290

8

,261 △290,2

号

61 △290,261

】

②固定資産の増加 2,

平

447,079 0 1,

成

357,443 1,6

２

06,153 6,66

０

6,172 12,07

年

6,848 12,07

度

6,848

固定資産形

　

成 2,447,079

小

0 1,357,443

田

1,606,153 1

原

,720,700 7,

市

131,376 7,1

　

31,376

無償所管

連

換等 0 0 0 0 4,94

結

5,472 4,945

純

,472 4,945,

資

472

２．長期金融資

産

産の変動 32,000

変

52,472 188,

動

097 0 1,203,

計

785 1,476,3

算

54 1,476,35

書

4

①長期金融資産の減

（

少 0 0 0 0 △228,

N

585 △228,58

W

5 △228,585

②

M

長期金融資産の増加 3

）

2,000 52,47

（

2 188,097 0 1

自

,432,370 1,

平

704,939 1,7

成

04,939

３．評価

２

・換算差額等の変動 △

０

1,579 △1,57

年

9 △1,579

①評価

　

・換算差額等の減少 △

４

1,582 △1,58

月

2 △1,582

再評価

　

損 △1,582 △1,

１

582 △1,582

そ

日

の他評価額等減少 0 0

 

0

②評価・換算差額等

至

の増加 3 3 3

再評価益

平

3 3 3

その他評価額等

成

増加 0 0 0

Ⅲ．少数株

２

主持分変動の部 0 0

１

１

．少数株主持分の減少

年

0 0

２．少数株主持分

　

の増加 0 0

Ⅳ．その他

３

の純資産変動の部 0 △

月

50,508 △50,

　

508 △50,508

３

１．開始時未分析残高

１

0 0 0

２．その他純資

日

産の変動 △50,50

）

8 △50,508 △5

（

0,508

その他純資

単

産の減少 △50,50

位

8 △50,508 △5

：

0,508

その他純資

千

産の増加 0 0 0

当期変

円

動額合計 2,653,

）

068 △1,606,

財

153 1,046,9

源

14 2,479,07

財

9 52,472 1,5

源

45,540 1,60

合

6,153 △1,84

計

3,721 △1,57

資

9 3,837,945

産

0 0 △50,508 △

形

50,508 4,83

成

4,351

当期末残高

充

2,653,068 △

当

1,606,153 1

財

,046,914 2,

源

479,079 52,

資

472 1,545,5

産

40 1,606,15

形

3 △1,843,72

成

1 △1,579 3,8

充

37,945 427,

当

930 278,975

少

,822 △50,50

数

8 278,925,3

株

13 284,238,

主

104

その他の純資産 その他の純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 持分合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 427,930 278,975,822 0 278,975,822 279,403,752

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 2,653,068 △1,606,153 1,046,914 1,046,914

１．財源の使途 △86,331,560 △1,606,153 △87,937,713 △87,937,713

①純経常費用への財源措置 △72,783,273 0 △72,783,273 △72,783,273

②固定資産形成への財源措置 △5,525,223 △1,606,153 △7,131,376 △7,131,376

事業用資産形成への財源措置 △2,370,575 △190,603 △2,561,177 △2,561,177

インフラ資産形成への財源措置 △3,154,648 △1,415,550 △4,570,199 △4,570,199

③長期金融資産形成への財源措置 △1,704,939 0 △1,704,939 △1,704,939

④その他の財源の使途 △6,318,124 0 △6,318,124 △6,318,124

直接資本減耗 △6,264,068 0 △6,264,068 △6,264,068

その他財源措置 △54,056 0 △54,056 △54,056

２．財源の調達 88,984,627 88,984,627 88,984,627

①税収 37,285,293 37,285,293 37,285,293

②社会保険料 8,991,668 8,991,668 8,991,668

③移転収入 32,934,195 32,934,195 32,934,195

他会計からの移転収入 0 0 0

補助金等移転収入
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（

還支出 407,220

単

２．財務的収入 17,

位

854,241 ＡＢ＝

：

Ｙ＋Ｚ＋ＡＡ

①公債発

千

行収入 6,023,5

円

00 Ｙ

公債（短期）発

）

行収入 63,894

公

【

債発行収入 5,959

経

,606

②借入金収入

常

11,830,741

的

Ｚ

短期借入金収入 10

収

,830,741

借入

支

金収入 1,000,0

区

00

③その他の財務的

分

収入 0 ＡＡ

財務的収支

】

△8,959,128

Ⅰ

ＡＣ＝ＡＢ－Ｘ

当期資

．

金収支額 △1,747

経

,157 ＡＤ＝Ｕ＋Ａ

常

Ｃ

期首資金残高 7,3

的

86,658 ＡＥ

期末

収

資金残高 5,639,

支

500 ＡＦ＝ＡＤ＋Ａ

１

Ｅ → ＢＳへ

．経常的支出 98,419,475 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 50,318,947 Ａ

人件費支出 19,652,533

物件費支出 8,263,401

経費支出 10,117,657

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 12,285,355

②移転支出 48,100,528 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 37,023,425

社会保障関係費等移転支出 10,479,988

その他の移転支出 597,116

２．経常的収入 112,39

【

4,717 Ｈ＝Ｄ＋Ｅ

様

＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入 3

式

7,188,024 Ｄ

第

②社会保険料収入 8,

9

965,290 Ｅ

③経

号

常業務収益収入 33,

】

319,113 Ｆ

経常

平

収益収入 32,890

成

,628

業務関連収益

２

収入 428,487

④

０

移転収入 32,922

年

,290 Ｇ

他会計から

度

の移転収入 0

補助金等

　

移転収入 20,624

小

,824

その他の移転

田

収入 12,297,4

原

66

経常的収支 13,

市

975,244 Ｉ＝Ｈ

　

－Ｃ

【資本的収支区分

連

】

Ⅱ．資本的収支

１．

結

資本的支出 8,097

資

,743 Ｎ＝Ｊ＋Ｋ＋

金

Ｌ＋Ｍ

①固定資産形成

収

支出 5,419,25

支

1 Ｊ

②長期金融資産形

計

成支出 2,110,9

算

39 Ｋ

③連結の範囲の

書

変更を伴う出資・出捐

（

支出 0 Ｌ

④その他の資

C

本形成支出 567,5

F

53 Ｍ

２．資本的収入

)

1,334,470 Ｓ

【

＝Ｏ＋Ｐ＋Ｑ＋Ｒ

①固

3

定資産売却収入 131

区

,296 Ｏ

②長期金融

分

資産償還収入 635,

形

622 Ｐ

③連結の範囲

式

の変更を伴う出資・出

】

捐償還収入 0 Ｑ

④その

（

他の資本処分収入 56

自

7,553 Ｒ

資本的収

平

支 △6,763,27

成

3 Ｔ＝Ｓ－Ｎ

基礎的財

２

政収支 7,211,

０

971 Ｕ＝Ｉ＋Ｔ

【財

年

務的収支区分】

Ⅲ．財

　

務的収支

１．財務的支

４

出 26,813,36

月

9 Ｘ＝Ｖ＋Ｗ

①支払利

　

息支出 3,772,0

１

57 Ｖ

公債費（利払分

日

）支出 3,676,2

 

42

借入金支払利息支

至

出 95,814

②元本

平

償還支出 23,041

成

,313 Ｗ

公債費（元

２

本分）支出 10,46

１

5,094

公債（短期

年

）元本償還支出 10,

　

465,094

公債元

３

本償還支出 0

借入金元

月

本償還支出 12,16

　

8,998

短期借入金

３

元本償還支出 2,80

１

0,000

借入金元本

日

償還支出 9,368,

）

998

その他の元本償
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